
地球温暖化対策の推進に関する法律（抜粋）

（温室効果ガス算定排出量の報告）

第二十一条の二 事業活動（国又は地方公共団体の事務及び事業を含む。以

下この条において同じ ）に伴い相当程度多い温室効果ガスの排出をする者。

として政令で定めるもの（以下「特定排出者」という ）は、毎年度、主務。

省令で定めるところにより、事業所（事業活動の態様を勘案して事業所によ

ることが適当でないと認められる特定排出者として主務省令で定めるものに

あっては、主務省令で定める区分。以下この項、次条第一項、第二十一条の

四第二項第二号及び第二十一条の六第二項第二号において同じ ）ごとに、。

主務省令で定める期間に排出した温室効果ガス算定排出量に関し、主務省令

（ 「 」で定める事項を当該事業所に係る事業を所管する大臣 以下 事業所管大臣

という ）に報告しなければならない。。

２ この章において「温室効果ガス算定排出量」とは、温室効果ガスである

物質ごとに、特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量として政令

で定める方法により算定される当該物質の排出量に当該物質の地球温暖化係

数を乗じて得た量をいう。

（権利利益の保護に係る請求）

第二十一条の三 特定排出者は、前条第一項の規定による報告に係る温室効

果ガス算定排出量の情報が公にされることにより、当該特定排出者の権利、

競争上の地位その他正当な利益（以下「権利利益」という ）が害されるお。

それがあると思料するときは、当該温室効果ガス算定排出量に代えて、当該

特定排出者に係る温室効果ガス算定排出量を事業所ごとに合計した量（当該

量によることが困難であると認められる特別な事情がある場合においては、

当該特定排出者に係る温室効果ガス算定排出量を主務省令で定めるところに

より合計した量。次条第二項第二号において同じ ）をもって次条第一項の。

規定による通知を行うよう事業所管大臣に請求を行うことができる。

２ 特定排出者は、前項の請求を行うときは、前条第一項の規定による報告

と併せて、主務省令で定めるところにより、その理由を付して行わなければ

ならない。

３ 事業所管大臣は、第一項の請求を認める場合には、その旨の決定をし、

当該請求を行った特定排出者に対し、その旨を通知するものとする。

４ 事業所管大臣は、第一項の請求を認めない場合には、その旨の決定をし、

当該決定後直ちに、当該請求を行った特定排出者に対し、その旨及びその理

由を通知するものとする。

５ 前二項の決定は、第一項の請求があった日から三十日以内にするものと

する。

６ 前項の規定にかかわらず、事業所管大臣は、事務処理上の困難その他正

当な理由があるときは、同項の期間を三十日以内に限り延長することができ

る。


